
 

 

 

 

 

 

 

地域別最低賃金引き上げの目安額を示す都道府県別のランク分けを変更 

～区分けを減らし、最賃の地域間格差の縮小につなげる～ 

 

厚生労働大臣の諮問機関である中央最低賃金審議会が４月６日に開催され、中央最低賃金審議会目安制度

の在り方に関する全員協議会報告について了承した。 

地域別最低賃金引き上げの目安を示す区分（ランク）を４つから３つに減らすと決めた。現行方式になっ

た１９７８年度以来、初めての見直しになる。区分を減らして地域間格差を是正し、日本全体の賃金の底上

げにつなげることを目指す。中央最低賃金審議会において毎夏地域別最低賃金の引き上げ目安額を決め、そ

の目安を踏まえて各都道府県最賃賃金審議会において地域別最低賃金が審議されるが、今夏に示される２０

２３年度の目安から３区分制に切り替わる。 

 

目安制度の在り方に関する全員協議会報告のポイント（太字が今般の主な見直し内容） 

１. 中央最低賃金審議会における目安審議の在り方  

（１） あるべき水準 最低賃金のあるべき水準を定めること及び定める場合の水準については意見の一致に

至らなかったが、引き続き労使で議論を続けることが適当であるとの結論に至った。 

（２） 政府方針へ

の配意の在り

方 

目安審議においては、時々の事情として政府方針も勘案されているが、最賃法に基づく３

要素（労働者の生計費、賃金、通常の事業の賃金支払能力）のデータに基づき労使で丁

寧に議論を積み重ねて目安を導くことが非常に重要。 

（３） 議事の公開 議論の透明性の確保と率直な意見交換を阻害しないという２つの観点を踏まえ、公労使

三者が集まって議論を行う部分については、公開することが適当との結論に至った。 

２. 地方最低賃金審議会における審議に関する事項 

（１） 目安の位置

付け 

目安は、地賃の審議において全国的なバランスを配慮するという観点から参考にするもの

であって、地賃の審議を拘束するものではないことを改めて確認した。 

（２） ランク制度の

在り方（ランク

区分の見直

しを含む） 

○ ランク制度を維持することは妥当であることを改めて確認した。 

○ 47 都道府県の総合指数（※）の差が縮小傾向であることや、ランク区分の数が多けれ

ばその分ランクごとに目安額の差が生じ、地域別最低賃金額の差が開く可能性が高

くなること等を踏まえ、ランク数は４から３に見直す。 
※ 賃金動向をはじめとする 19 指標を総合化した指数。各都道府県の経済実態とみなし、従来から各ラ

ンクへの振り分けに用いている。 

○ ランクの振り分けについては、特に地域間格差の拡大抑制・ランク間の適用労働者数

の偏りの是正が図られるよう、 

· ３ランクに変化することによる影響をできるだけ軽減する必要性、Ａランクの地域数が

増えてきたというこれまでの経緯及び直近の地域別最低賃金額の状況も踏まえ、現

行のランクとの継続性を重視し、Ａランクの地域は現行のＡランクと同じとし、 

· ランク間の適用労働者数の偏りをできるだけ是正するため、Ａランクの適用労働者

数とＢランクの適用労働者数は同程度とする 等の考え方を総合的に勘案し決定。 
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（３） 発効日 発効日とは審議の結果で決まるものであることや、最賃法においても公労使で議論して決

定できるとされていることについて、地方最低賃金審議会に周知することが適当。 

３. 中央最低賃金審議会における目安審議に用いる参考資料 

技術的な見直しを行った。 

４. 今後の見直しについて 

概ね５年ごとに見直しを行い、令和 10年度（2028年度）を目途に、当該見直しの結果に基づいて目安審議を行

うことが適当。 

令和５年度から適用される目安のランク 

今年の審議会は６月から開催される見込みである。ＵＡゼンセンは審議会メンバーとして参加しており、

連合と連携し主体的に取り組んでいく。 

なお、４月１１日の加藤厚生労働大臣記者会見において、「今年は全国加重平均 1,000 円を達成する」こ

となど、以下の発言があった（一部略）。 

 

「総理からも先日開催された政労使の意見交換の場において、地域間格差の是正を図るため地域別最低賃

金の最高額に対する最低額の比率を引き上げることも必要と発言されました。地域間格差の縮小は非常に重

要であります。また全員協議会の報告では、データの状況次第では下位ランクの目安額が上位ランクを上回

ることは理論上あり得ることを確認したとされているところであります。今後目安額自体は審議会におい

て議論されていくわけでありますが、そうした考え方そして今回の 4 ランクが 3 ランクになったことが今

後の地域間格差の縮小に繋がっていくことを期待していきたいと考えております。 

 最低賃金については政労使の意見交換の場において総理が発言されたように、今年は全国加重平均

1,000 円を達成することを含め、公労使三者構成の最低賃金審議会でしっかりと御議論いただきたいという

ことであります。そして更に 1,000 円達成後の最低賃金引上げの方針については夏以降議論を行っていきた

いと言われているところでございます。そうした方向に沿って対応していきたいと考えています。」 

 

※中央最低賃金審議会目安制度の在り方に関する全員協議会報告全文は下記参照 

https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001086133.pdf 

（労働条件局 三ッ木） 
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